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１．研究計画の概要 
社会的に排除されている人々が、単に経済

的困窮のみならず、失業、健康障害、家族問
題、債務、依存症など多様な問題を、しばし
ば重層的に抱えていることは一般に知られ
ている。本研究はこうした問題を解決する諸
手段をコーディネートする対人窓口の重要
性に着目し、これを｢政策の束｣モデルとして
捉えるものである。とりわけ、雇用政策と社
会福祉施策とが地方政府レベルで統合され、
一元的な窓口によって提供される可能性、ま
た非政府団体等の地域主体の活動とも連携
してそれを実施していく仕組みの可能性に
ついて、各国動向を踏まえ調査研究するもの
である。 
本研究はこの目的に即して研究対象地域

を、EU加盟諸国、新加盟国（旧東欧圏）、ア
メリカ、韓国等に設定している。各国におけ
る貧困の相と労働市場の状況、社会保障諸政
策と労働市場政策の状況把握、これら施策に
関する地方政府や非政府組織の役割如何に
着目しつつ調査を実施する。またこれら諸外
国調査の成果を踏まえ、日本の社会保障政策
への示唆を得ることも課題とする。 
 
 
２．研究の進捗状況 
 研究分担に基づき、これまでドイツ、イギ
リス、スウェーデン、デンマーク等EU諸国、
ハンガリー等の EU新加盟国、およびアメリ
カ、韓国等での現地調査を実施してきた。そ
の中で、次の状況が明らかになった。 
(1)EUでは政策協調の枠組みでの対貧困政策
や地域政策におけるツールが整備され、労働
市場における条件不利な層に対する各種支

援の進展が見られた。しかし他方で、雇用政
策における中央政府と地方政府の権限関係
の錯綜という点で課題を抱えている状況も
観察された。 
(2)EU 新加盟国では域内経済における中心-
周縁関係に起因する貧困の集積が見られ、社
会保障政策上の方策の限界も垣間見られた。 
(3)世界的な金融危機に起因する失業の深刻
化や非正規労働の増加のなかで、従来の福祉
国家類型論で「残余的福祉国家」とされてき
たアメリカでも、貧困問題への関心の高まり
や公的医療保険導入といった政策動向に見
られる変化が観察された。 
(4)韓国では非正規職保護法の施行による有
期雇用の制限をめぐって、有期雇用労働者の
大量解雇が懸念されていたが、実際にはむし
ろ有期雇用の正規職への転換が進んでいる
ことが明らかになった。 
(5)日本でも、ハローワークと福祉事務所等の
政策資源を同一窓口で繋ぐ「ワンストップサ
ービス」が試みられ、そのなかで失業者の抱
える多様な問題が再認識されることとなっ
た。これをきっかけに、低学歴・低資格・母
子世帯・多重債務・心身の疾病など、労働市
場において不利条件を抱える層がハローワ
ークに殺到する状況がみられ、自治体の公的
扶助や各種福祉サービスとの連携が今後一
層重要になってくると思われる。 
 以上のような内外の状況に鑑みると、条件
不利層に近接した政府である基礎自治体が、
その行政資源と地域の NPO 等各種団体と連
携し、また労働部門とも協力して、ワンスト
ップ的にサービスを供給する「政策の束」モ
デルの有効性が明確になったといえる。 
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３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
 当初の調査対象地域と若干異なっている
ところもあるが、おおむね当初想定された類
型に即した国の現地調査が実施できた。各研
究分担者がそれぞれの専門分野および研究
対象国･地域に関して着実に調査研究を進め
ており、それぞれに研究成果を発表してきて
いる。研究会の定期的な開催も果たしており、
相互の情報共有も図られている。 
 またこの間の、リーマンショックに端を発
する深刻な雇用情勢の悪化のなかで、各国に
おいて雇用政策や社会保障分野における諸
施策が急速に展開されてきている。こうした
中で非正規労働者や労働市場における条件
不利層に対する施策への重点化も図られ、地
方政府や地域諸団体との連携も重視される
傾向が観察されている。わが国でも試行では
あるが福祉事務所とハローワークの連携に
よる「ワンストップサービス」が実施された。
当研究が仮説的に打ち出した「政策の束」モ
デルが先見性をもつものであったと自負す
るところである。 
 
 
４．今後の研究の推進方策 
 研究期間はあと 1年となったため、今後は
研究成果の取りまとめと発表に向けた作業
が中心となる。これまで各研究分担者がそれ
ぞれ調査対象地域に関する調査研究を進め
てきたところであるが、今後はこれらの各国
の制度・政策動向をすりあわせ、情報を共有
し、ローカルな「政策の束」モデルの理論化
とその実現の可能性、そのために必要な条件
等について議論を深めていく必要がある。 
 研究分担者はそれぞれ、各自の固有の研究
テーマと並行して本共同研究を進めている
こともあり、当研究テーマに収斂させていく
ためには集中的な議論の場を設けることが
必要と考えられる。 
 研究成果の発表については、公開シンポジ
ウムの開催と出版準備とを考えている。出版
に関しては学内の出版助成制度が整備され
たこともあり、資金面の目途が立っている。
今後成果の刊行に向けた準備を着実に進め
ていく。 
 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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